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日本貸金業協会

貸金業相談・苦情処理手続・紛争解決手続受付状況
及び金融経済教育・啓発活動について

令和８年１月15日

東京都多重債務問題対策協議会相談部会・貸金業部会 合同会議資料
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1-1．相談・苦情処理手続・紛争解決手続概要（2025年度上半期）

※ 誤認電話：各社のホームページ等のADR機関案内の表示を見て、本来各社に相談すべき内容を当協会に誤って架けてきたもの。
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（１）相談受付は5,282件で、前年度比337件減少。誤認電話を含む総受付件数も9,608件と、前年度比1,188件減少。

①一般相談は2,117件で、前年度比218件減少。うち融資関連相談は799件で、前年度比228件減少。

②多重債務関連相談は3,165件で、前年度比119件減少。全体的に減少傾向の中、返済困難は710件と前年度比で22件増加しており、

継続的な注視が必要。

③また、貸付自粛に関する本人相談は1,111件で、前年度比4件の微増に対し、本人以外からの相談は本人相談を上回る1,251件となるも、

前年度比では146件減少。

（２）苦情処理手続受付は23件で、前年度比8件減少。2023年度11件、2024年度は31件と急増しており、こちらも継続的な注視が必要。

（３）紛争解決手続受付は3件で2023年度から変化なし。

【相談・苦情処理手続・紛争解決手続の受付状況】

増減 増減率

1 融資関連 882      943      1,027   799      ▲ 228 ▲22.2%

2 信用情報関連 198      155      164      143      ▲ 21 ▲12.8%

3 身分証明書等の紛失等 64        40        50        44        ▲ 6 ▲12.0%

4 業者等の連絡先 388      329      338      371      33 9.8%

5 帳簿の開示 5          4          7          1          ▲ 6 ▲85.7%

6 その他 483      570      749      759      10 1.3%

7 2,020   2,041   2,335   2,117   ▲ 218 ▲9.3%

8 貸付自粛・本人 732      845      1,107   1,111   4 0.4%

9 貸付自粛・本人以外 1,018   1,271   1,397   1,251   ▲ 146 ▲10.5%

10 貸付自粛合計 1,750   2,116   2,504   2,362   ▲ 142 ▲5.7%

11 返済困難 658      716      688      710      22 3.2%

12 ヤミ金融・違法業者 102      107      92        93        1 1.1%

13 2,510   2,939   3,284   3,165   ▲ 119 ▲3.6%

14 4,530   4,980   5,619   5,282   ▲ 337 ▲6.0%

15 4          11        31        23        ▲ 8 ▲25.8%

16 1          3          3          3          0 0%

17 4,535   4,994   5,653   5,308   ▲ 345 ▲6.1%

18 3,679   4,390   5,143   4,300   ▲ 843 ▲16.4%

19 8,214   9,384   10,796  9,608   ▲ 1,188 ▲11.0%
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（１）若年層に関する相談
①24歳以下の若年層に関する相談は282件で、前年度比38件減少。2023～2025年度のすべての年度において「貸付自粛」が全体の半数

以上を構成。
②「返済困難」は各年度（ 57～58件）で大きな増減はなく、一定水準で推移。
③相談者の属性では「本人以外」が多数を構成。2025年度は本人相談85件に対し、家族などの本人以外からの相談が197件（70%）と、

家族・親族等の周囲が問題を察知し、相談や対応策等へのアドバイスを求めるケースが中心。
（２）金融トラブル相談

①2025年度は540件と、過去3年で最多。
②副業・投資詐欺等は2023年度93件 → 2024年度142件と大幅増加した後、2025年度は107件に減少も、依然として高水準にあり、

継続して注視が必要。
③相談者は、20歳代88件、30歳代73件と若年～中堅層に集中。60歳代以上の相談は子息に関するものが大宗。

1-2．若年層（24歳以下）に関する相談および金融トラブル相談（2025年度上半期）

性別 件数 割合

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 増減 増減率 男性 279 51.7%

副業・投資詐欺等 93 23.5% 142 30.1% 107 19.8% ▲ 35 ▲24.6% 女性 219     40.6%

なりすまし 29 7.4% 26 5.5% 33 6.1% 7 26.9% 不明 42      7.8%

その他詐欺・不明 272 69.0% 303 64.3% 400 74.1% 97 32.0% 計 540 100.0%

合計 394 100.0% 471 100.0% 540 100.0% 69 14.6%

【2025年度上半期金融トラブル相談者の属性】

年代 件数 割合

10歳代 3        0.6%

20歳代 88       16.3%

30歳代 73       13.5%

40歳代 43       8.0%

50歳代 56       10.4%

60歳代以上 70       13.0%

不明 207     38.3%

合計 540     100.0%

手口
2023年度上半期 2024年度上半期 2025年度上半期 前年比

93

142

107

0

20

40

60

80

100

120

140

160

前年度対比

増減 増減率

貸付自粛 179 195 182 ▲ 13 ▲6.7%

返済困難 57 57 58 1 1.8%

融資関連 33 31 18 ▲ 13 ▲41.9%

 ヤミ金融・違法業者 2 4 2 ▲ 2 ▲50.0%

 その他 33 33 22 ▲ 11 ▲33.3%

 合計 304 320 282 ▲ 38 ▲11.9%

【2025年度上半期アクセス者】

人数 割合

本人 85 30.1%

本人以外 197 69.9%

合計 282 100.0%
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（１）協会で受理した登録・撤回合計は3,492件で、前年度比126件増加。個信センター含む総受理件数では3,631件と前年度比40件増加。
（２）登録・撤回は20代・30代で全体の6割強を構成。特に20代の登録が788件と最多で、大宗が心配された親御さんの勧めによるもの。
（３）登録目的は「ギャンブル癖」による登録が974件と最多で全体の約4割を構成。

撤回理由では、生活改善による「登録の必要がなくなった」が320件（28.3％）で最大。一方、生活困窮による「生活資金が必要に
なった」が275件（24.4％）で2位。※Web申告のみの集計。

1-3．貸付自粛制度（2025年度上半期）

【受理件数】 【撤回理由（Web申告のみ）】

件数 割合

増減 増減率 登録の必要がなくなった 320 28.3%

登録 1,745 2,402 2,280 ▲ 122 ▲5.1% 生活資金が必要になった 275 24.4%

撤回 590 964 1,212 248 25.7% クレジットカードが必要となった 188 16.7%

2,335 3,366 3,492 126 3.7% 再登録の為 174 15.4%

登録 223 128 106 ▲ 22 ▲17.2% 住宅ローン等の新規契約の為 171 15.1%

撤回 157 97 33 ▲ 64 ▲66.0% その他 1 0.1%

380 225 139 ▲ 86 ▲38.2% 計 1,129 100.0%

登録 1,968 2,530 2,386 ▲ 144 ▲5.7%

撤回 747 1,061 1,245 184 17.3%

合計 2,715 3,591 3,631 40 1.1% 【2025年度上半期登録・撤回年代別（協会受理）】

【登録の目的(協会受理）】 登録 撤回 合計

10歳代 31            3 34            

増減 増減率 20歳代 788          412 1,200       

797 997 974 ▲ 23 ▲2.3% 30歳代 658          418 1,076       

336 538 512 ▲ 26 ▲4.8% 40歳代 362          225 587          

279 325 308 ▲ 17 ▲5.2% 50歳代 248          104 352          

333 542 486 ▲ 56 ▲10.3% 60歳以上 193          50 243          

1,745 2,402 2,280 ▲ 122 ▲5.1% 合計 2,280       1,212       3,492       
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（１）相談者数は2023年度の78件から2024年度に一時的に減少した後、2025年度は69件に増加。総相談回数は2023年度の244回から減
少傾向で推移し、2025年度は173回。

（２）新規相談者は2023年度の32人から2024年度に28人、2025年度には21人と減少。一方、継続相談者は2024年度に32人まで減少し
たものの、2025年度には48人と回復し、2023年度とほぼ同水準。

（３）2025年度上半期の新規相談者の相談理由は、本人では遊興費や交際費、買い物が中心となり、続いてギャンブル関連。
債務者の関係者からの相談も同傾向。

（４）新規カウンセリング件数は減少傾向にあるものの、将来にわたり継続してカウンセリングが行うことができるよう、本部、支部職員
を対象にカウンセラー養成講座を開設し育成に注力。

1-4．生活再建支援カウンセリング（2025年度上半期）

前年比 本人 関係者（家族等）

増減 増減率 人数 割合 人数 割合

新規相談者（本人・関係者） 32 28 21 ▲7 ▲25.0% 遊興費・飲食費・交際費 5         35.7% 3         42.9%

継続相談者（本人・関係者） 46 32 48 16 50.0% 買い物 3         21.4% 2         28.6%

相談者合計 78 60 69 9 15.0% ギャンブル癖 2         14.3% 2         28.6%

総相談回数 244 180 173 ▲7 ▲3.9% 生活費 1         7.1% -         0.0%

事業資金 1         7.1% -         0.0%

借入返済 1         7.1% -         0.0%

ゲーム課金 1         7.1% -         0.0%

合　　計 14 100% 7 100%
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【カウンセリング実施件数】 【2025年度上半期原因】



Copyright © 2025 Japan Financial Services Association. All Rights Reserved

2-1. 金融経済教育・啓発活動 令和7年度 上半期実績①

[配布先内訳]

[実施先内訳]

        ①大学・専門学校・訓練学校・高等学校……15先、1.946名   ②保護者・教職員・一般……6先、280名        ③高齢者……5先、113名

啓発用冊子の無償配布 ～243件 / 3.5万部を無償配布～

出前講座の実施 ～多様な開催方式により、内容も個々にカスタマイズして消費者向けに26先 / 2,339名に実施～

5

冊子「金融トラブル防止のためのQ&A BOOK」

●体裁 ： A5判 4色 44ページ
●発行日 ： 令和７年11月
●監修 ： 公益社団法人 全国消費生活相談員協会
●編集協力 ： 中央大学文学部心理学専攻 有賀敦紀研究室

（＊本年度版累計配付数 254,827部配付）

←社会福祉法人 安城市
社会福祉協議会（愛知県
安城市）から依頼を受け、
8月29日に高齢者186
名を対象に「高齢者に多
い金融トラブルと対応の
仕方」をテーマに出前講座
を実施

←神奈川県私立中学高等学校協会から依
頼を受け、5月22日に県内中学校のPTA
役員等38名を対象に「金融トラブル防止
のための基礎知識」をテーマに出前講座を
実施
＜参加したPTA役員等の声＞
・「娘が18歳を迎えるにあたり、親の心構
えとしてよかった」
・「子どもばかりでなく大人にとっても再
確認する良い機会になった」
・「子ども（学生）に、この講座を受けさせた
いと思う」

通年事業

通年事業
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SNS等を活用した効果的な情報発信
～毎月、注意喚起テーマを定め、適した媒体により発信 / ４月から８月までの5か月間に約264万回視聴

2-2. 金融経済教育・啓発活動 令和７年度 上半期実績②

広告文と配信画像のイメージ

通年事業

＜用語定義＞
「視聴回数」…動画広告を視聴したときにカウントされる指標を指す（YouTubeインストリーム広告の場合は30秒間視聴したらカウント。TikTokの場合、6秒間以上視聴したらカウント。）
「視聴率」……動画広告が表示された回数に対して、実際の視聴回数の割合を表す指標を指す（視聴回数÷表示回数×100）

＜補足説明＞ YouTube・TikTokでは視聴回数の最大化を目標に、 LINE・GDN（Googleディスプレイネットワーク）ではHPページへの遷移を目的にクリック数の最大化を目標に配信
している。
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アンケート調査の結果 （作成：中央大学文学部心理学専攻 有賀敦紀研究室）

7

2-3. 金融経済教育・啓発活動 令和７年度 上半期実績③

中央大学文学部棟内に正しい金銭感覚、家計管理の方法、契約の原則、
ローン・クレジットのしくみ、最新の金融トラブル事例と対応策、消費者被害
の救済制度などの金融に関する基礎知識「金融トラブル防止のための
Q&A BOOK」をテーマとした22のポスターを掲出。

若年層をターゲットにした金融経済教育活動を展開
～中央大学多摩キャンパスにて「金融トラブル防止のためのＱ&Ａ ＢＯＯＫ」をテーマとしたクイズラリーを実施～

TOPOICS / 5月26日～7月31日

ポスターのQRコードを

読み取りクイズに参加。
全ポスターのクイズに
解答した参加者にはUSB
メモリを進呈。
「知らないことがいっぱ
いあった」「勉強になっ
た」というコメントが寄
せらせた。
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2-4. 金融経済教育・啓発活動 令和7年度 上半期実績④

8

部屋が含まれている画像 AI生成コンテンツは誤りを含む可能性があります。

幅広い機関・団体と連携し活動を展開

警視庁
生活安全総務課

全国公営競技施行者
連絡協議会

同協議会からギャンブル等依存症関連問題支援事業補
助金交付を受け、新たな注意喚起動画（20秒）を制作。
9月からSNS（YouTube、TikTok、LINE）で配信開
始。

警視庁生活安全総務課都市防犯係（盛り場総合対策本
部事務局）から、出会い系サイトで知り合った女性に誘わ
れ、行った飲食店で「ぼったくり」の被害に遭う事件が増
えており、中には消費者金融（特にアプリで申し込みがで
きる大手貸金業者）から借金させられる事案も少なくな
い状況となっていることから、注意喚起の協力要請を受
け、新たな注意喚起動画（20秒）を制作。9月からSNS
（YouTube）で配信開始。

直近のTOPOICS 

埼玉県
産業労働部 金融課

直近の
TOPICS

埼玉県の金融リテラシー向上パートナー団体の一つとして登録を受
け、同県のウェブサイトでパートナー団体として当協会が紹介を受
けるとともに、同県から出前講座を希望する大学・専門学校のマッ
チングを受けている。
パートナー団体第１弾として、７月29日に、本庄市青少年育成市民
会議 理事及び評議員を対象に「青少年の金融トラブル防止」をテー
マに出前講座を実施。受講者からは「実例が多く紹介されていて良
かった」といった声が寄せられた。

https://www.youtube.com/watch?v=QEZ82xTkg14
https://www.youtube.com/watch?v=SPvv6MY_p44
https://www.youtube.com/watch?v=SPvv6MY_p44
https://www.youtube.com/watch?v=SPvv6MY_p44
https://www.youtube.com/watch?v=SPvv6MY_p44
https://www.youtube.com/watch?v=QEZ82xTkg14
https://www.youtube.com/watch?v=QEZ82xTkg14
https://www.youtube.com/watch?v=QEZ82xTkg14
https://www.pref.saitama.lg.jp/a0805/07jkinyuliteracy.html
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3-1．金融リテラシー向上コンソーシアム活動状況 （1）セミナーの実績

⚫ 令和７年度上半期は、３０先、５９開催 4,790名に対しセミナーを実施

⚫ 金融経済教育推進機構（J-FLEC）や都道府県警等との協働開催も派遣先の希望に応じて実施

9

【累計受講者数】 【開催先種別】

（人）

開催日 開催先

4/30・6/4 九州産業大学

6/28 上尾市役所市民生活部消費生活センター

開催日 開催先 警察

5/27 北海道新篠津高等養護学校 北海道警

6/25 九州産業大学 福岡県警

7/18 北海道檜山北高等学校 北海道警

9/17 専門学校名古屋ビジネス・アカデミー 愛知県警

協働開催

セミナー開催状況

＜都道府県警＞＜J-FLEC＞

＜その他＞

開催日 開催先 協働先

5/14 九州産業大学 福岡財務支局

6/１１ 九州産業大学 東京証券取引所

高校

23.3%

専修学校

16.7%

企業

16.7%

大学

13.3%

地方自治体等

10.0%

警察学校

6.7%

各種団体

6.7%

中学

3.3%

支援学校

3.3%
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実施日 講義内容 講師

4/9 ガイダンス コンソーシアム

4/16 金融・経済の仕組みを知ろう コンソーシアム

4/23 キャリアプランニング コンソーシアム

4/30 家計管理 J-FLEC

5/7 ライフプランニング コンソーシアム

5/14 自分の将来のために日本の未来を考える 福岡財務支局

5/21 ローン・クレジット コンソーシアム

6/4 資産形成（基礎） J-FLEC

6/11 資産形成（応用） 東京証券取引所

6/18 消費者トラブル① コンソーシアム

6/25 消費者トラブル② コンソーシアム・福岡県警

7/2 支え合う社会の仕組み コンソーシアム

7/9 プレゼンテーションに向けた説明 コンソーシアム

7/16 プレゼンテーション コンソーシアム

3-２．金融リテラシー向上コンソーシアム活動状況 （２）セミナー関連トピック

⚫ 九州産業大学（福岡市）にて、金融リテラシーの向上を目的とした全14回の寄付講座を開講。単位取得が可能な本講座には、
110名の学生が履修登録を実施。

⚫ 警察学校の学生を対象とした、金融セミナーを実施

10

九州産業大学での寄付講座 警察学校を対象とした金融セミナー

①カリキュラム

②受講者アンケート結果

満足

56.0%

やや満足

31.0%

ふつう

10.7%

やや不満足

2.4%

①神奈川県警察学校

②北海道警察学校

日時 令和7年4月28日

対象 警察学校生450名

内容
✓ 家計管理・生活設計
✓ ローン・クレジット
✓ 金融トラブル

日時 令和7年６月１６日

対象 警察学校生１50名

内容
✓ ローン・クレジット
✓ 金融トラブル

講座に対する
満足度
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